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わが国における交通事故の発生状況は改善の傾向を示していたが，近年は下げ止まりの状態となってい

る．これは生活道路での死亡事故の減少率が小さいためであると考えられることから，生活道路における

交通安全対策が急務となっている．その中で，近年ではビッグデータを用いた交通事故分析が注目されて

いる．特にETC2.0はドライバーによる急ブレーキなどのヒヤリハット挙動や走行経路を把握することがで

きるため，交通事故の潜在的な危険性を有する箇所の抽出が可能であると期待されている．本研究では交

通事故データに加えETC2.0プローブデータを活用して生活道路における危険箇所を選定し，その箇所で実

証実験を実施し，その対策効果を分析した．その結果，対策箇所における速度低下効果が明らかになった． 
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1. はじめに 

 

(1)  研究の背景・目的 

わが国における交通事故の発生状況は，年々改善の傾

向を示している．発生件数に着目すると，最多件数とな

った平成16年の952,720件から単調に減少しており，平成

29年には472,165件となっている．また，死亡事故件数は

平成29年に3,630件となり，前年より160件減少した．し

かし，近年では死亡事故件数の減少率に下げ止まりの傾

向が見られている1)．  

さらに，路線の分類ごとの死亡事故件数に着目する．

内閣府によると，幹線道路などの高規格道路における死

亡事故発生件数は一貫して減少している2)．一方，生活

道路では死亡事故発生件数が増減を繰り返しており，安

定した減少傾向でないため，生活道路における交通安全

対策が重要であることが分かる． 

ここで，効果的な交通安全対策を進めるためには，事

前に地域単位での分析を行うことが重要と考えられる．

その中で，近年では車載器から遠隔で取得可能なプロー

ブデータを用いた分析方法が注目を集めている3)．従来

の交通事故発生箇所の分析を行う「対症療法型」の方法

とは異なり，ヒヤリハット事象を分析することで，交通

事故発生の有無に関わらず危険地点を抽出することが可

能であるとされている．国土交通省は，交通事故対策の

取り組みを推進するために，プローブデータの活用例や

技術支援について明記している3)．しかし，生活道路に

おけるプローブデータの活用方法に関する研究の蓄積は

浅く，詳細な分析が十分に進んでいないのが現状である． 

そこで，本研究はETC2.0プローブデータを用いた交通

事故の分析を行い，生活道路における交通事故の特徴を

把握する．その結果から，生活道路における交通事故の

危険性を，ETC2.0プローブデータを用いて簡易的に評価

し，その箇所において実証実験を実施し対策の効果を検

証することを目的とする． 

 

(2) 既存研究の整理・本研究の位置づけ 

本研究に関する既存研究は，ヒヤリハット事象に関す

る研究，プローブデータに関する研究，生活道路の交通
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安全に関する研究の3つに大別される． 

「ヒヤリハット事象」は事故に至る寸前のところで回

避した事象のことを指す．このヒヤリハット事象と交通

事故の関係性については，長年にわたり研究がなされて

いる．浅利ら4)は人の意識を交通事故の一要因として考

え，交通事故と関連のある危険意識の傾向をつかむこと

を試みた．その結果，地区の特性や利用者の属性の違い

が，危険意識の構造や危険意識を持つ地点に影響を与え

ていることを示した．また，高宮ら5)は交通安全対策に

おいて，交通事故データを補完するものとして「ヒヤリ

ハット」を位置付け，ヒヤリ地図の作成を通じて危険箇

所の抽出が可能であると示した． 

プローブデータから得られた情報を利用し，交通事故

の分析を試みる研究が近年多く見られる．交通安全対策

の事業評価に関しては，樋口ら6)がタクシープローブに

よって収集したヒヤリハットデータを利用し，道路の安

全に関するアウトカム指標を提案した．一方，交通事故

との関係に注目した研究として，山田ら7)が民間のプロ

ーブデータから急ブレーキ多発地点を抽出し事故地点と

の比較を行った結果，得られたプローブデータの量と質

を改善することで，両者の相関性が高くなることを示し

た．また，高畠ら8)はETC2.0プローブデータの挙動履歴

情報を用いた幹線道路における交通事故分析に着目し，

交通事故危険区間の抽出や事故対策後の効果検証への活

用可能性について示した．さらに，交通事故リスクの算

定に関しては，尾高ら9)がETC2.0プローブデータを用い

て生活道路の車両走行台キロを推定することによって，

生活道路での交通事故リスクの算定を行った． 

生活道路の交通安全については，竹本10)が生活道路に

おける交通事故減少を目的として交通事故の現状や既存

の生活道路対策をまとめた上で，プローブデータ活用に

よる危険地点の抽出・把握のシステム整備などの必要性

を示した．一方，大柳ら11)は交通事故件数とヒヤリハッ

ト事象の一部である急ブレーキ回数などを説明変数とし

た重回帰分析を行い，幹線道路によって生活道路が分断

されて形成された「地域DNA型交差点」における危険

性を示した．さらに，岡村ら12)は交通安全の観点から，

生活道路の街路空間に対する人々の不安意識を定量的に

評価したが，この結果が実際の交通安全発生の抑制に繋

がるかは不明瞭であると示した． 

これまでも，プローブデータを交通事故の分析や対策

へ利用することが試みられてきた．特に幹線道路におけ

る分析が盛んであり，走行速度や交通量，ヒヤリハット

事象の頻度などの観点から評価を行った研究が多く見受

けられた．しかし，プローブデータを生活道路の交通事

故分析に活用し対策を行った研究はあまり見られない． 

そこで，本研究では生活道路において，交通事故デー

タやETC2.0プローブデータによる自動車の挙動・経路を

を地点ベースで分析し，生活道路の潜在的な危険箇所を

把握した上で，実証実験を行い対策の効果を分析・評価

する点が本研究の特徴である． 

 

(3) 生活道路の交通安全対策の考え方について 

 生活道路は歩行者や自転車の交通量が多く役割が多岐

にわたるため，交通安全対策を考案する際には，交通規

制などのソフト的手法と物理的デバイスを用いたハード

的手法を適切に選択することが重要であるとされている
13)．さらに，交通安全対策を実施する際にはゾーン30に

代表される，面的かつ総合的に対策を行う「ゾーン対策」

を実施することが望ましいとされる． 

 生活道路での交通安全対策を進めるにあたり，その地

域と協働の推進体制を構築し，①合同点検の実施や対策

の検討，②対策の実施，③対策効果の把握，④対策の改

善・充実といったPDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを

通じて，継続的で着実な取組みが必要である． 

 本研究では，この中の①にあたる地域の現状の把握，

すなわち危険箇所の把握・選定において，ビックデータ

であるETC2.0プローブデータを用いることができないか

検証を行う． 

 

(4) 語句の定義 

a) 生活道路 

警察庁が制定した「交通規制基準」14)によると，生

活道路は「一般道路のうち，主として地域住民の日常生

活に利用される道路」と定められているものの，曖昧な

表現であるため，具体的に定義する必要がある．本研究

では特別な記載が無い場合，生活道路を「道路の種類が

市道以下」と定義する．また，これより高規格な高速自

動車国道，一般国道，都道府県道を幹線道路と定義して

分析を行う． 

b) 交通事故 

本研究の分析で用いる交通事故データは，交通事故統

計原票を元にしたものであるため，警察に届け出があっ

た交通事故に限られる．また，死者・重傷者・軽症者の

いずれかが発生した人身事故に限定されたものである．  

c) ヒヤリハット挙動 

 ETC2.0によって観測・収集された挙動履歴情報の中で，

前後加速度が-0.25G～-1.0Gの範囲である急ブレーキ挙動

をヒヤリハット挙動と定義する． 

 

 

2. 分析対象地と現況把握 

 

(1) 分析対象地の選定 

本研究は栃木県宇都宮市内の峰・陽東地区を含む地域

を分析対象地とする（図-1）．これは峰・陽東地区が全
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て含まれるよう3次メッシュを組み合わせた範囲である．

さらに、平成30年5月時点で、峰・陽東地区が国土交通

省の「生活道路の交通事故対策エリア」に指定されてい

る15)ことも特徴である．  

本研究では，2章の(2)と(3)で黒枠の分析対象地を，そ

れ以外では青枠で示した峰・陽東地区に着目して分析を

行った． 

 

 

図-1 分析対象地と峰・陽東地区の概要図 

 

(2) 分析対象地における交通事故とヒヤリハット挙動

の発生状況 

はじめに，図-1に示した分析対象地で発生した交通事

故とヒヤリハット挙動の分布をみる． 

図-2は分析対象地における，平成23年から平成26年の

4年間の交通事故の発生地点である．幹線道路上では交

通事故が発生しやすい箇所が集中しやすいことが分かる．

一方，生活道路内では特定の箇所で集中する傾向は見ら

れず，広く分散していることが分かる． 

 

 

図-2 分析対象地における交通事故発生地点 

 

図-3は分析対象地における，平成27年のヒヤリハット

挙動の発生地点である．幹線道路や交差点部にヒヤリハ

ット挙動地点が多い一方で，生活道路の中にも数多くの

潜在的な危険箇所が含まれている．また，道路外にも発

生地点が存在するが，これはベルモールなどの駐車場や

宇都宮大学の敷地内などが該当すると考えられる． 

 

図-3 分析対象地におけるヒヤリハット挙動発生地点 

 

 このように，交通事故やヒヤリハット挙動は幹線道路

上で多く発生している一方，生活道路内でも一定数が発

生しており，危険性が確認された． 

 

(3) 交通事故とヒヤリハット挙動の関係性の把握 

 この節では，前節で用いた交通事故とヒヤリハット挙

動の関係性を白石ら16)と田中ら17)の研究を参考に把握す

る．両者は地点ベースのデータであるため，図-4のよう

に交通事故に関してカテゴリーを作成することで，同一

の地点で類型化を行い両者の関係性を評価した． 

 

 

図-4 交通事故データのカテゴリー作成の流れ 

 

 また，各カテゴリーに含まれる両者の件数を，交通量

を加味した新たな2つの指標として定義した．「ヒヤリ

ハット挙動率」はカテゴリー内のヒヤリハット挙動件数

を，カテゴリー内の通過回数で除した値である．「交通

事故割合」はカテゴリー内の交通事故件数を，対象地内

の道路分類ごとの交通事故総数で除した値である． 

 これらの類型化を行い，カテゴリーごとにヒヤリハッ

ト挙動率と交通事故割合を算出した結果，両者に相関は

見られなかった．すなわち，ヒヤリハット挙動率が大き

いことが，交通事故割合に影響を及ぼすとは限らないと

いえる．さらに詳細に分析を行ったところ，ヒヤリハッ

ト挙動率が大きいカテゴリーでは、追突事故が発生しや

すい結果がみられた．また，交通事故割合が大きいカテ

ゴリーでは，右折事故が発生しやすいことも分かった．
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これらの結果から，ETC2.0プローブデータを用いること

で，生活道路の交通事故の傾向を把握することが可能で

あることが明らかになった． 

 

(4) カーネル密度推定法による交通事故とヒヤリハッ

ト挙動の発生状況の把握 

本研究では交通事故とヒヤリハット挙動による危険性

をさらに健在化させるために，尾崎ら18)の研究を参考に

し，カーネル密度推定法を用いて可視化を行った．結果

を詳細かつ明確に求めるために，分析の対象範囲は峰・

陽東地区に限定して行い，交通事故データとETC2.0プロ

ーブデータのヒヤリハット挙動は，ともに平成27年度と

28年度の2年分を使用した． 

 カーネル密度推定法は，離散的なデータを確率密度関

数によって連続的なデータに変換することで，分布の様

子を可視化する統計学的手法である19)．このカーネル密

度推定法では，図-5に示すような「バンド幅」と「カウ

ント量」が推定結果に影響を与えることが知られている． 

バンド幅は1つの発生地点が影響を与える範囲のことで

あり，カウント量は1つの発生地点が影響を与える大き

さを示す値である．本研究ではこれらの値を検討した． 

 

 

図-5 カーネル密度推定法のバンド幅とカウント量 

 

 図-6は峰・陽東地区におけるカーネル密度推定法によ

って求めた，交通事故とヒヤリハット挙動の密度分布を

比較したものである．条件はカウント量を1地点につき1

として，バンド幅を250mに設定した．交通事故に関し

ては，峰地区と陽東地区を分断している産業道路や陽東

地区内の商業施設周辺で大きく発現していることが分か

った．ヒヤリハット挙動に関しては，峰地区は柳田街道

上，陽東地区は南北に延びる3本の道路上で広く発現し

ていることが分かる．これら4本の道路はいずれも制限

速度が40km/hと比較的高く設定されており，生活道路の

機能以上の役割を担っている道路である．上記の通り，

両者を比較すると結果が大きく変わることが分かる． 

以上より，発生件数が少ない交通事故だけでなく，大

量に取得が可能であるヒヤリハット挙動を，カーネル密

度推定法を用いて可視化することで，交通事故の顕在的

な危険だけでなく，潜在的な危険箇所を把握・選定する

ことが可能であると考えられる． 

 

図-6 交通事故とヒヤリハット挙動のカーネル密度推定法によ

る分析結果 

 

 

3. 危険性の高い区間における対策実施 

 

(1) 検討対象区間の設定 

カーネル密度推定法を用いた分析対象地の危険性分析

結果を踏まえ，対策検討を実施する区間の設定を行った．

設定にあたっては，峰地区・陽東地区の間の産業道路の

ような，生活道路の機能以上の役割を担っている道路は

除外し，生活道路の機能を求められている道路の中から

危険性が高い区間に着目した．上記視点に基づき，以下

の2区間を検討対象区間として設定した（図-7）．峰小

学校北側～産業道路間の区間では交通事故から危険性が

明らかになった．一方，陽東小学校西側路線の学校北側

～鬼怒通り間の区間ではヒヤリハット挙動から危険性が

明らかになった．さらに，表-1に検討対象区間として設

定した2区間の特性の整理結果を示す． 

 

 
図-7 検討対象区間の設定結果 

 

表-1 検討対象区間の特性 

地区 対象区間 区間特性 

峰 峰小学校 
北側区間 

 センターラインのない1車線の双方向道
路 

 沿線には住宅が立地 
 小学校北東角の交差点よりも東側の区
間は通学路に指定 

 外側線は設置されているが、歩行空間
は狭い（電柱等が阻害） 

峰小北側区間 

陽東小西側区間 
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陽東 陽東小学校 
西側区間 

 片側のみ歩道が整備された 2車線の双
方向道路 

 沿線には住宅が立地 
 通学路に指定 
 歩道の幅員は狭い 

 

(2) 危険事象発生要因の分析 

上記で設定した検討対象区間について，危険事象が発

生する要因の分析を行った．分析にあたっては，ETC2.0

プローブデータの走行履歴情報を用い，高速走行と通過

交通混入の2点を明らかにした． 

図-8～図-11は峰地区・陽東地区における走行速度と

通過交通の経路を示したものである．これらを整理した

検討対象区間それぞれの危険事象発生要因を表-2に示す． 

 

 
図-8 峰・陽東地区における走行速度 

 

 
図-9 峰地区における通過交通の経路（峰小学校東側断面） 

 

 
図-10 峰地区における通過交通の経路（峰小学校北側断面） 

 

 
図-11 陽東地区における通過交通の経路（陽東小学校南側断

面） 

 

表-2 検討対象区間の危険事象発生要因 

地区 対象区間 危険事象発生要因 
峰 峰小学校 

北側区間 
 通過交通が対象区間を一貫して通行 
 対象区間の西側の走行速度が高く、
当該区間にも高速走行車両が存在 

陽東 陽東小学校 
西側区間 

 片側のみ歩道が整備された 2 車線の
双方向道路 

 沿線には住宅が立地 
 通学路に指定 
 歩道の幅員は狭い 

 

(3) 対策の立案・実証実験の実施 

上記で明らかにした危険事象発生要因に基づき、検討

対象区間それぞれについて対策の立案を行った上で，対

策を仮施工し，道路利用者に実際に通行していただいた． 

対策立案にあたっては，検討対象区間の前後を含めた，

特性を同じくする路線全体で対策を講じることが効率的

と考え，範囲を拡張して検討を行った．なお，対策検討

に際しては，ワーキンググループ形式で，関係する行政

機関が一堂に会して協議を行いながら実施した．また，

関係する地区の自治会長への意見照会も実施し，対策に

反映した．表-3にワーキンググループの構成メンバーを，

表-4と図-12に各検討対象区間で立案した対策を示す． 

 

表-3 ワーキンググループ構成メンバー 

区分 機関名 

道路管理者 宇都宮市，栃木県 

国土交通省宇都宮国道事務所 

交通管理者 栃木県警察本部 

 

表-4 検討対象区間と実施対策 

地区 対象区間 実施対策 目的 

峰 峰小学校 
北側区間 

①ハンプ 速度抑制 

②狭さく 流入抑制 

③道路空間再配分 歩行空間確保 

陽東 陽東小学校 
西側区間 

②狭さく（3箇所） 速度抑制 
流入抑制 

③道路空間再配分 歩行空間確保 
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図-12 実証実験対象区間と実施対策 

 

上記で立案した対策については，期間限定の実証実験

を通じて現地で施工し，道路利用者に実際に利用してい

ただいた．実証実験は，平成30年2月23日（金）～平成

30年3月8日（木）の2週間にわたり実施した．図-13と図-

14は，それぞれ対象区間におけるハンプと狭さくの設

置状況を示したものである．実証実験実施中は，沿線住

民にチラシを配布し，実験中であることを周知するとと

もに，デバイスの設置位置手前に看板を設置し，道路利

用者に対する実験周知と注意喚起を行った． 

 

 

図-13 ハンプの設置状況（峰地区） 

 

 

図-14 狭さくの設置状況（陽東地区） 

 

(4) 対策効果の検証 

実証実験で仮施工した対策について，効果の検証を行

った．対策効果の検証は，表-5に示す3つの方法で実施

した．なお，現地挙動調査とETC2.0プローブデータ分析

は，対策前と対策中を比較することで，効果を検証した． 

 

表-5 効果検証方法と検証内容 

検証方法 検証内容 

現地挙動調査 1)走行速度 

2)騒音（ハンプのみ） 

3)振動（ハンプのみ） 

ETC2.0 

プローブデータ 

分析 

1)急減速発生状況 

2)走行速度（平均値，30km/h超過割合） 

3)通過交通発生状況 

 

以下では，走行速度の分析結果について紹介する． 

図-15～図-17は現地挙動調査の分析結果である．これ

を見ると，どの箇所においても，効果の大小はあるもの

の，速度低下効果を発現していることが分かる．また，

図-18と図-19，図-20と図-21はETC2.0プローブデータに

よる，対策前と対策中の走行速度を比較分析した結果で

ある．これを見ると，両区間とも30km/hを超過して走行

する車両の割合が低下していることが分かる．これより，

現地挙動調査とETC2.0プローブデータのどちらで見ても，

速度低下効果が発現していることが明らかになった． 

 

 

図-15 現地挙動調査による走行速度変化（峰地区；ハンプ） 

 

 

図-16 現地挙動調査による走行速度変化（峰地区；狭さく） 
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図-17 現地挙動調査による走行速度変化（陽東地区；狭さく

（南側）） 

 

 

図-18 ETC2.0プローブデータによる 30km/h超過割合の変化

（峰地区：対策前） 

 

  

図-19 ETC2.0プローブデータによる 30km/h超過割合の変化

（峰地区：対策中） 

 

 

図-20 ETC2.0プローブデータによる30km/h超過割合の変化

（陽東地区：対策前） 

 

図-21 ETC2.0プローブデータによる30km/h超過割合の変化

（陽東地区：対策中） 

 

表-6と表-7に分析した各項目の検証結果を示す．この

結果を見ると，上記でも示したように，走行速度の低下

に対しては，一定の効果が発現していると考えられる．

通過交通に対しても，微少な区間もあるが，両区間で効

果が発現していた． 

 

表-6 効果検証結果（峰小学校北側区間） 

検証方法 検証内容 検証結果 

現地挙動 

調査 

1)走行速度 平均1.7～4.0km/h低下 

2)騒音 昼0.7db減、夜2.7db増 

3)振動 昼4.8db増、夜2.5db減 

ETC2.0 

プローブ 

データ 

1)急減速 41回/千台キロ減 

2)走行速度 30km/h超過2%減 

3)通過交通 0.1～16%減 

 

表-7 効果検証結果（陽東小学校西側区間） 

検証方法 検証内容 検証結果 

現地挙動 

調査 

1)走行速度 平均4.9～7.1km/h低下 

ETC2.0 

プローブ 

データ 

1)急減速 216回/千台キロ増 

2)走行速度 30km/h超過19%減 

3)通過交通 2%減 

 

 

4. おわりに  

本研究ではカーネル密度推定法で特定した区間の危険

性をETC2.0プローブデータで確認し，危険箇所を特定で

きることを検証した．特定した区間については，実際に

生活道路の交通安全対策を実施し，改善効果の発現を確

認した．その結果，対策箇所での走行速度の低下が顕著

であり一定の効果が発現した．そのため，ETC2.0プロー

ブデータを用いることで，生活道路における危険性の高

い区間を特定し，有効な対策を講じることが可能である

ことが検証できたと考える．仮に交通事故やヒヤリハッ

ト挙動が発生していない場合でも，高速走行している車

両の存在や通過交通の混入など，具体的な地区の状況の

把握ができ，危険な路線が存在することが判明した． 
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本研究ではデータによる課題抽出後に，ワーキンググ

ループによる専門的な視点で現地を確認し，その上で具

体の対策を講じた．データと現地の双方の視点を融合さ

せた取組によって，対策の効果発現の確実性が向上した． 

今後の課題として，ETC2.0車載器の普及が十分でない

ことが挙げられる．今後，普及が進むにつれて分析の精

度が向上し効果的な対策箇所を選定できると考えられる． 
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A STUDY on Traffic Accident Prevention Measures of Community Roads 

through the use of ETC2.0 Probe Data 

 

Shuto TANAKA, Jun TERAOKU, Kaoru SANO, Kazuo SONOBE, and Akinori MORIMOTO 

 

In Japan, the occurrence situation of traffic accidents showed a tendency of improvement, in recent years the downturn has 

stopped. As this is considered to be due to the small decrease rate of death accidents on the community roads, traffic safety 

measures on living roads are an urgent task. Among them, analysis of traffic accident using big data has attracted attention in 

recent years. Particularly, ETC 2.0 is expected to be able to extract parts having potential dangers of traffic accidents because it 

can grasp the behavior of near accidents such as sudden braking by the driver and the route of travel. In this study, we selected the 

dangerous part on the living road by utilizing the ETC 2.0 probe data in addition to the traffic accident data, and carried out the 

demonstration experiment at that place and analyzed the effectiveness of the measure. As a result, the speed reduction effect at the 

countermeasure point became clear.
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